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Ⅳ 特別調査                         
 
【調査項目】 

  今回は、前回に引き続き「新型コロナウイルス感染症の影響」、経年項目である「取引先金

融機関の貸出姿勢」のほか、「価格転嫁」、「外国人雇用」について調査を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【調査結果概要】 
 

１ 新型コロナウイルス感染症の影響について  

○ 新型コロナウイルス感染症の経営への影響について、「マイナスの影響が続いてい 

る」の回答割合が４７．６％で、前回調査（令和４年７～９月期）から５．９ポイン

ト減少した。 
 
 ○ 「影響はあったが、既にコロナ前の水準に回復」の回答割合は１４．３％で、前回

調査から２．８ポイント増加した。 
  
○ 「マイナスの影響が続いている」と回答した上位３業種は以下のとおり。 

    【製造業】                 【非製造業】 

 「印刷業」（６２．２％）          「卸売・小売業」（５３．４％） 

 「繊維工業」（６１．１％）          「飲食店」（５２．６％） 

 「プラスチック製品」（５６．５％）       「運輸業」（５２．０％） 

 
２ 取引先金融機関の貸出姿勢について 

 ○ 取引先金融機関の貸出姿勢について聞いたところ、８６．８％の企業が「ほとんど

変わらない」とするなか、「厳しくなった」は１１．１％で、前回調査（令和３年    

１０～１２月期）より１．９ポイント増加した。また、「緩やかになった」は２．１％

で、前回調査より１．４ポイント減少した。 

 

３ 価格転嫁について 

 ○ コスト高騰に対して「１００％」価格転嫁できていると回答した企業の割合は、 

  １３．６％であった。 

 

 ○ 価格転嫁を進めるため、行政に期待する支援は、「業界全体としての機運醸成」 

  （４１．５％）が最も多く、次いで「好事例など支援情報の発信」（２４．２％）、「県

民に対する理解促進」（１７．８％）の順となった。 

 

 ○ 「パートナーシップ構築宣言」について、「既に登録している」と回答した企業の

割合は２．５％、「今後登録する予定」は２．７％、「登録しようか検討している」は

１６．２％であった。 

 

３ 外国人雇用について 

 ○ 外国人の雇用状況（１２月１日時点）については、「雇用している」と回答した企

業の割合は１６．８％、「雇用していない（採用予定あり）」は３．６％、「雇用して

いない（採用予定なし）」は７９．６％であった。 
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 特別調査事項   

１ 新型コロナウイルス感染症の影響について 

（１）感染症の経営への影響（回答数１，３７５社・単一回答） 

   ○ 感染症の経営への影響について聞いたところ、全体では「マイナスの影響が続いて

いる」（４７．６％）が最も多く、「今後マイナスの影響が出る見込み」（８．８％）と

合わせると、５６．４％となった。 

 

  

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ○ 業種別にみると、「影響はあったが、既にコロナ前の水準に回復」と回答した企業の

割合は、製造業では１７．９％、非製造業では１１．３％であった。 
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15.3%

12.8%

17.3%
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12.2%

15.4%

全 体

(n=1,375)

製造業

(n=608)

非製造業

(n=767)

マイナスの影響が続いている 今後マイナスの影響が出る見込み

影響はあったが、既にコロナ前の水準に回復 マイナスの影響は出ていない

分からない

経営への影響/全体（単一回答） 

経営への影響/全体・製造業・非製造業（単一回答） 
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食料品製造

繊維工業

家具・装備品

パルプ・紙・紙加工品

印刷業

化学工業

プラスチック製品

鉄鋼業・非鉄金属

金属製品

電気機械器具

輸送用機械器具

一般機械器具

建 設 業

卸売・小売業

飲 食 店

情報サービス業

運輸業

不動産業

サービス業

マイナスの影響が続いている 今後マイナスの影響が出る見込み

影響はあったが、既にコロナ前の水準に回復 マイナスの影響は出ていない

分からない

 【参考】過去調査との比較（※令和３年６月調査から回答項目を追加） 
   ○ 前回調査（令和４年７～９月期）と比較すると、「マイナスの影響が続いている」と

「今後マイナスの影響が出る見込み」を合わせた回答割合は、６．１ポイント減少し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

   ○ 経営への影響について、「マイナスの影響が続いている」と回答した企業の業種をみ

ると、製造業では「印刷業」（６２．２％）、「繊維工業」（６１．１％）、「プラスチッ

ク製品」（５６．５％）で回答割合が高く、非製造業では「卸売・小売業」（５３．４％）、

「飲食店」（５２．６％）、「運輸業」（５２．０％）で回答割合が高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経営への影響/業種詳細（単一回答） 

経営への影響/全体/過去調査との比較（単一回答） 

 
【
製
造
業
】 
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製
造
業
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マイナスの影響が続いている 今後マイナスの影響が出る見込み
影響はあったが、既にコロナ前の水準に回復 マイナスの影響は出ていない
分からない
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   ○ 「影響はあったが、既にコロナ前の水準に回復」と回答した企業を規模別にみると、

全体及び製造業では規模が大きくなるほど回答割合が増加する傾向がみられた。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）経営への影響の内容(見込み含む)（回答数：７５７社・複数回答）  

 ※ （１）で「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイナスの影響が出る見込み」

と回答した７７６社のうち７５７社の回答割合 

   

  ○ （１）で経営への影響について「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイナ

スの影響が出る見込み」と回答した企業に、感染症の影響の内容（見込み含む）につ

いて聞いたところ、全体では「受注・売上げの減少」（８５．７％）が最も多く、次い

で「商品、部品等の仕入れ困難」（２９．７％）、「イベント、商談会の中止・延期」    

（１７．４％）、「営業自粛（時間短縮含む）」（１４．８％）の順となった。     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

経営への影響/全体・製造業・非製造業/規模別（単一回答） 

影響の内容/全体・製造業・非製造業(複数回答) 
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マイナスの影響は出ていない 分からない
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（３）今期１０～１２月期の売上げ減少見込み（前年同期比）(回答数：７３１社・単一回答) 

 ※ （１）で「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイナスの影響が出る見込み」

と回答した７７６社のうち７３１社の回答割合 

 

  ○ （１）で経営への影響について「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイナ

スの影響が出る見込み」と回答した企業に、今期（１０～１２月期）の売上げは前年

同期（令和３年１０～１２月期）と比べてどのくらい減少する見込みか聞いたところ、

全体では「変わらない」(２１．１％)の回答割合が最も高かった。 

  

  ○ ５０％以上売上げが減少する見込みと回答した企業の割合は、全体では１５．６％

（前回調査比▲５．４ポイント）であった。 

 

  ○ 業種別では、製造業（１３．６％）よりも非製造業（１７．２％）で、５０％以上

売上げが減少する見込みと回答した企業の割合が高かった。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 今期１０～１２月期の売上げが前年同期と比べて５０％以上減少する見込みと回答し

た業種をみると、製造業では「家具・装備品」(２３．５％)、「繊維工業」（２１．７％）、

「輸送用機械器具」(２０．８％) で回答割合が高く、非製造業では「不動産業」（５７．１％）、

「建設業」（２５．７％）、「飲食店」（２１．７％）で回答割合が高かった。 
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全 体

(n=731)

製造業

(n=323)

非製造業

(n=408)

今期売上げの減少見込み（前年同期比）/全体・製造業・非製造業（単一回答） 

今期売上げが５０％以上減少する見込み（前年同期比）/業種別（単一回答） 

50%以上減少見込み 15.6％ 
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2.7%

2.1%

3.2%

3.9%

3.6%
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（４）今期１０～１２月期の売上げ減少見込み(３年前同期比)(回答数：６２３社・単一回答) 

 ※ （１）で「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイナスの影響が出る見込み」

と回答した７７６社のうち６２３社の回答割合 

 

  ○ （１）で経営への影響について「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイ   

ナスの影響が出る見込み」と回答した企業に、今期（１０～１２月期）の売上げは３

年前同期（令和元年１０～１２月期）と比べてどのくらい減少する見込みか聞いたと

ころ、全体では「１０～１９％減」（１７．７％）の回答割合が最も高かった。 

 

  ○ ５０％以上売上げが減少する見込みと回答した企業の割合は、全体では２１．５％（前

回調査比▲８．１ポイント）であった。 

 

    ○ 業種別では、製造業（１９．６％）よりも非製造業（２３．０％）で、５０％以上

売上げが減少する見込みと回答した企業の割合が高かった。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ○ 今期１０～１２月期の売上げが３年前同期と比べて５０％以上減少する見込みと回

答した業種をみると、製造業では「繊維工業」（３５．０％）、「輸送用機械器具」（３０.４%）、

「印刷業」（２９．２％）で回答割合が高く、非製造業では、「不動産業」（６３．６％）、

「飲食店」（２７．８％）、「サービス業」（２４．３％）で回答割合が高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今期売上げの減少見込み（３年前同期比）/全体・製造業・非製造業（単一回答） 

今期売上げが５０％以上減少する見込み（３年前同期比）/業種別（単一回答） 

50%以上減少見込み 21.5％ 

90%以上 80～89%減 
70～79%減 

60～69%減 50～59%減 

40～49%減 30～39%減 20～29%減 10～19%減 変わらない 増加する見込み 10%未満 
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49.0%

48.6%

49.4%

25.5%

25.4%

25.6%

25.5%

26.1%

25.0%

全 体
(n=620)

製造業
(n=276)

非製造業
(n=344)

影響がある 影響はない 分からない

（５）来期１～３月期の資金繰りへの影響（回答数：６２０社・単一回答） 

 ※ （１）で「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイナスの影響が出る見込み」

と回答した７７６社のうち６２０社の回答割合 
 

   ○ （１）で経営への影響について「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイナ

スの影響が出る見込み」と回答した企業に、現在の状況が続いた場合に来期（１～３

月期）の資金繰りへの影響について聞いたところ、全体では「影響がある」が 

    ４９．０％、「影響はない」は２５.５％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  【参考】過去調査との比較 

   ○ 前回調査（令和４年７～９月期）と比較すると、「影響がある」と回答した割合は  

７．１ポイント減少した。一方で、「影響はない」の回答割合は３．７ポイント増加

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ○ 規模別にみると、全体及び製造業では、規模が大きくなるほど、「影響はない」の回

答割合が高くなる傾向が見られた。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資金繰りへの影響/全体・製造業・非製造業(単一回答) 

資金繰りへの影響/全体・製造業・非製造業/規模別（単一回答） 

資金繰りへの影響/全体 /過去調査との比較(単一回答) 

70.3%

54.0%

57.3%

54.0%

55.8%

53.0%

57.5%

51.9%

56.1%

49.0%

13.2%

25.0%

24.5%

22.5%

21.8%

23.2%

21.3%

23.4%

21.7%

25.5%

16.5%

21.0%

18.2%

23.5%

22.4%

23.8%

21.2%

24.7%

22.1%

25.5%

R2.6月調査…

R2.12月調査…

R3.3月調査…

R3.6月調査…

R3.9月調査…

R3.12月調査…

R4.3月調査…

R4.6月調査…

R4.9月調査…

R4.12月調査…

影響がある 影響はない 分からない

39.1%

40.9%

58.8%

48.5%

47.5%

55.2%

43.3%

50.0%

44.4%

49.0%

50.6%

49.0%

47.8%

45.5%

17.5%

22.2%

35.0%

31.0%

27.8%

14.3%

39.7%

37.3%

22.9%

19.6%

13.0%

13.6%

23.8%

29.2%

17.5%

13.8%

28.9%

35.7%

15.9%

13.7%

26.5%

31.4%

非製造業

（n=318）

製造業

（n=272）

全体

（n=590）

影響がある 影響はない 分からない

１～５人（n=84）

６～２０人（n=90）

２１～５０人（n=58）

５１人以上（n=40）

１～５人（n=171）

６～２０人（n=80）

２１～５０人（n=44）

５１人以上（n=23）

１～５人（n=255）

６～２０人（n=170）

２１～５０人（n=102）

５１人以上（n=63）
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45.2%

50.0%

68.8%

62.5%

54.2%

20.0%

38.1%

40.9%

48.1%

61.5%

52.4%

41.7%

54.1%

42.5%

56.3%

45.5%

57.7%

50.0%

54.7%

22.6%

15.0%

6.3%

16.7%

16.7%

40.0%

38.1%

31.8%

33.3%

15.4%

38.1%

29.2%

24.6%

29.1%

12.5%

36.4%

26.9%

30.0%

18.7%

32.3%

35.0%

25.0%

20.8%

29.2%

40.0%

23.8%

27.3%

18.5%

23.1%

9.5%

29.2%

21.3%

28.4%

31.3%

18.2%

15.4%

20.0%

26.7%

食料品製造

繊維工業

家具・装備品

パルプ・紙・紙加工品

印刷業

化学工業

プラスチック製品

鉄鋼業・非鉄金属

金属製品

電気機械器具

輸送用機械器具

一般機械器具

建設業

卸売・小売業

飲食店

情報サービス業

運輸業

不動産業

サービス業

影響がある 影響はない 分からない

   ○ 来期の資金繰りへの影響について、「影響がある」と回答した企業の業種をみると、

製造業では、「家具・装備品」（６８．８％）、「パルプ・紙・紙加工品」（６２．５％）、「電

気機械器具」（６１．５％）で回答割合が高く、非製造業では「運輸業」(５７．７％)、

「飲食店」（５６．３％）、「サービス業」（５４．７％）で回答割合が高かった。   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資金繰りへの影響/業種詳細（単一回答） 

 

【
製
造
業
】 

(n=276) 

(n=344) 

 

【
非
製
造
業
】 
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（６）県に期待する支援（回答数：１，３４５社・複数回答） 

   ○ 県に期待する支援について聞いたところ、全体では「制度融資の拡充・借換支援」      

（３９．２％）が最も多く、次いで「雇用調整に関する支援」（２２．１％）、「感染予

防対策への支援」（１９．３％）の順となった。 

   

  ○ 前回調査（令和 ４年７～９月期）と同様、回答割合の多かった項目のうち、「制度

融資の拡充・借換支援」、「雇用調整に関する支援」、「販路拡大、新商品開発支援」に

ついては、製造業の回答割合が非製造業の回答割合を上回ったが、「感染予防対策への

支援」や「事業承継に関する支援」については、非製造業の回答割合が製造業の回答

割合を上回った。 

 

   

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県に期待する支援/全体・製造業・非製造業（複数回答） 

39.2%

22.1%

19.3%

14.5%

11.7%

7.2%

3.8%

3.6%

3.4%

3.2%

4.0%

24.2%

41.8%

26.6%

15.0%

18.7%

9.9%

8.1%

1.7%

4.7%

1.7%

1.7%

4.2%

23.1%

37.1%

18.5%

22.7%

11.2%

13.0%

6.5%

5.5%

2.8%

4.8%

4.4%

3.9%

25.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

制度融資の拡充・借換支援

雇用調整に関する支援

感染予防対策への支援

販路拡大、新商品開発支援

事業承継に関する支援

業態転換、新事業立上げへの支援

キャッシュレス決済の導入支援

AI・IoT・RPAの導入支援

Go To 関連事業の上乗せ支援

テレワーク・在宅勤務への支援

その他

特になし

全体

製造業

非製造業
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11.1%

9.2%

9.3%

7.8%

9.5%

5.6%

8.2%

6.7%

7.9%

6.2%

10.1%

11.9%

17.2%

20.3%

27.7%

12.5%

9.6%

7.5%

10.0%

18.2%

32.4%

86.8%

87.3%

77.7%

88.8%

85.2%

84.8%

80.7%

85.9%

85.0%

85.3%

82.5%

81.2%

77.6%

75.1%

70.2%

79.8%

75.1%

70.4%

71.8%

65.6%

60.6%

2.1%

3.5%

13.0%

3.3%

5.2%

9.6%

11.1%

7.4%

7.1%

8.5%

7.4%

6.9%

5.2%

4.6%

2.1%

7.7%

15.3%

22.1%

18.1%

16.3%

7.0%

令和4年12月調査

令和3年12月調査

令和2年12月調査

令和元年12月調査

平成30年12月調査

平成29年12月調査

平成28年12月調査

平成27年12月調査

平成26年12月調査

平成25年12月調査

平成24年12月調査

平成23年12月調査

平成22年12月調査

平成21年12月調査

平成20年12月調査

平成19年12月調査

平成18年12月調査

平成17年12月調査

平成16年12月調査

平成15年12月調査

平成14年12月調査

厳しくなった ほとんど変わらない 緩やかになった

２ 取引先金融機関の貸出姿勢について  

   

  （１）１年前と比べた現在の取引先金融機関の貸出姿勢（回答数１，３１１社・単一回答）  

   ○ 全体では、「ほとんど変わらない」（８６．８％）の回答割合が最も高かった。 

 

  〇 「厳しくなった」の回答割合は１１．１％で、前回調査（令和３年１０～１２月期）   

の９．２％より１．９ポイント増加した。また、「緩やかになった」は２．１％で、前

回調査の３．５％より１．４％ポイント減少した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取引先金融機関の貸出姿勢/全体（単一回答） 
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   ○ 規模別では、製造業の「１～５人」規模で、「厳しくなった」（１５.２％）の回答割

合が最も高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

   

（２）貸出姿勢が「厳しくなった」と考える理由（回答数１４４社・複数回答） 

 ※（１）で「厳しくなった」と回答した１４５社のうち１４４社の回答割合 

 

   ○ （１）で貸出姿勢が「厳しくなった」と回答した企業にその理由を聞いたところ、

「新規貸出しの拒否」（４７．９％）が最も多く、次いで「金利の引上げ」（３１．９％）、   

「融資申込額の減額」（２５.７％）の順となった。 

 

 

 

 

取引先金融機関の貸出姿勢/規模別（単一回答） 

「厳しくなった」と考える理由/全体/過去調査との比較（複数回答） 

10.4%

12.4%

11.5%

10.5%

7.1%

9.9%

8.8%

15.2%

8.2%

11.0%

10.1%

12.0%

87.5%

85.6%

86.3%

88.0%

89.8%

87.8%

87.6%

83.5%

89.0%

86.8%

87.0%

86.6%

2.1%

2.1%

2.2%
1.5%

3.1%

2.3%

3.6%

1.2%

2.7%

2.2%

2.9%

1.4%

非製造業

（n=670）

製造業

（n=587）

全体

（n=1,257）

厳しくなった ほとんど変わらない 緩やかになった

１～５人（n=164）

６～２０人（n=194）

２１～５０人（n=131）

５１人以上（n=98）

１～５人（n=343）

６～２０人（n=182）

２１～５０（n=97)

５１人以上（n=48）

１～５人（n=507）

６～２０人（n=376）

２１～５０人（n=228）

５１人以上（n=146）

8.1%

6.1%

17.2%

30.3%

20.2%

26.3%

39.4%

5.2%

5.2%

20.0%

17.0%

21.5%

23.0%

43.0%

5.3%

8.8%

16.7%

25.4%

23.7%

28.1%

46.5%

6.9%

4.9%

11.1%

18.1%

25.7%

31.9%

47.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

その他

条件変更申出

の拒否

審査期間

の長期化

担保・保証条件

の厳格化

融資申込額

の減額

金利の引上げ

新規貸出し

の拒否

令和4年

12月調査

令和３年

12月調査

令和２年

12月調査

令和元年

12月調査
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8.1%

6.1%

20.2%

17.2%

26.3%

30.3%

3.3%

20.7%

20.7%

26.1%

25.0%

68.5%

0.0%

14.0%

11.6%

23.3%

37.2%

76.7%

3.6%

7.1%

10.7%

14.3%

21.4%

78.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

その他

審査期間

の短縮化

担保・保証条件

の緩和

返済条件の緩和

金利の引下げ

新規貸出し

の積極化

令和４年

12月調査

令和３年

12月調査

令和２年

12月調査

令和元年

12月調査

（３）貸出姿勢が「緩やかになった」と考える理由（回答数２８社・複数回答） 
 ※（１）で「緩やかになった」と回答した２８社の回答割合 
 
   ○ （１）で貸出姿勢が「緩やかになった」と回答した企業にその理由を聞いたと 

   ころ、「新規貸出しの積極化」（７８．６％）が最も多く、次いで「金利の引下げ」 

   （２１．４％）、「返済条件の緩和」（１４.３％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「緩やかになった」と考える理由/全体/過去調査との比較（複数回答） 
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金融機関に期待すること/全体・製造業・非製造業(複数回答) 

（４）金融機関に期待すること（回答数１，３０３社・複数回答） 
  
  〇 金融機関に期待することについて聞いたところ、全体では「金利の優遇」（４８．０％）  

が最も多く、次いで「安定した資金供給」（４４．４％）、「担保・保証条件の柔軟な対応」

（２１．３％）の順となった。 

    

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

48.0%

44.4%

21.3%

19.6%

17.3%

10.4%

9.7%

9.3%

7.8%

4.6%

0.8%

18.7%

49.4%

49.2%

23.7%

19.2%

19.2%

9.8%

9.1%

9.5%

7.2%

4.7%

0.9%

13.9%

46.9%

40.6%

19.5%

19.9%

15.9%

10.9%

10.1%

9.1%

8.3%

4.5%

0.7%

22.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

金利の優遇

安定した資金供給

担保・保証条件の柔軟な対応

経営に役立つ情報の提供

取引先の紹介、販路開拓の支援

事業再構築等の補助金申請の支援

事業承継の支援

据置期間の延長など既存債務の条件変

更

経営改善についてのアドバイス

経営革新計画等、事業計画策定につい

てのアドバイス

その他

特になし

全体

製造業

非製造業
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３．価格転嫁について 
（１）価格交渉（相談）の実施状況（回答数：１，３２４社・単一回答） 

   ○ 発注側企業と十分に価格交渉（相談）ができているか聞いたところ、全体では「で

きている」が４４．７％、「できていない」が４１．７％であった。 

   

   ○ 業種別にみると、製造業では「できている」（５５．５％）と回答した企業の方が

が「できていない」（３９．１％）と回答した企業よりも多かったが、非製造業では

「できていない」（４３．８％）と回答した企業の方が「できている」（３６．０％）

と回答した企業よりも多かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

価格交渉（相談）の実施状況/全体・製造業・非製造業(単一回答) 

価格交渉（相談）の実施状況/全体・製造業・非製造業/規模別（単一回答） 

44.7%

55.5%

36.0%

41.7%

39.1%

43.8%

13.6%

5.4%

20.2%

全 体

(n=1,324)

製造業

(n=593)

非製造業

(n=731)

できている できていない 価格交渉する必要はない

38.0%

30.3%

42.4%

35.3%

60.0%

55.0%

57.7%

51.2%

52.7%

44.3%

50.1%

40.5%

50.0%

58.6%

44.6%

37.0%

34.0%

42.0%

40.7%

38.7%

39.3%

49.1%

42.6%

37.6%

12.0%

11.1%

13.0%

27.6%

6.0%

3.1%

1.6%

10.1%

8.0%

6.5%

7.2%

22.0%

非製造業

（n=684）

製造業

（n=588）

全体

（n=1,272）

できている できていない 価格交渉する必要はない

１～５人（n=168）

６～２０人（n=189）

２１～５０人（n=131）

５１人以上（n=100）

１～５人（n=351）

６～２０人（n=184）

２１～５０人（n=99）

５１人以上（n=50）

１～５人（n=519）

６～２０人（n=373）

２１～５０人（n=230）

５１人以上（n=150）
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13.6%

13.3%

13.8%

17.4%

20.4%

15.0%

14.8%

19.9%

10.6%

11.9%

14.2%

9.9%

8.9%

9.5%

8.4%

15.1%

11.8%

17.9%

18.2%

10.8%

24.3%

全 体
(n=1,307)

製造業

(n=592)

非製造業

(n=715)

80～99％ 60～79％ 40～59％ 20～39％ 1～19％ 全くできていない

（２）価格転嫁の実施状況（回答数：１，３０７社・単一回答） 

   ○ コスト高騰に対してどのくらい価格転嫁ができているか聞いたところ、全体では「全

くできていない」（１８．２％）が最も多かった。一方、「１００％」と回答した企

業は１３．６％であった。 
 

   ○ 業種別にみると、製造業では「全くできていない」（１０．８％）が２番目に少な

かったが、非製造業では「全くできていない」（２４．３％）が最も多かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

価格転嫁の実施状況/全体・製造業・非製造業（単一回答） 

100％ 

価格転嫁の実施状況/業種詳細（単一回答） 

10.0%

6.3%

17.5%

15.5%

12.1%

12.2%

11.4%

16.6%

11.4%

9.7%

14.3%

15.8%

16.0%

15.8%

14.7%

15.5%

25.3%

17.6%

23.8%

16.0%

22.1%

16.8%

19.5%

15.6%

8.0%

12.6%

6.8%

12.2%

18.2%

26.0%

20.2%

16.0%

14.8%

20.4%

13.8%

13.4%

10.0%

13.7%

8.5%

9.6%

19.2%

15.3%

16.1%

8.0%

16.1%

14.6%

12.4%

9.1%

14.0%

7.4%

6.8%

8.7%

7.1%

9.2%

10.4%

10.4%

9.4%

8.4%

8.6%

9.3%

20.0%

15.8%

20.9%

16.0%

8.1%

11.5%

11.4%

15.3%

12.1%

13.3%

15.9%

15.8%

22.0%

28.4%

24.9%

22.4%

10.1%

8.4%

6.7%

17.8%

14.1%

16.8%

15.4%

20.9%

非製造業

（n=665）

製造業

（n=586）

全体

（n=1,251）

１００％ ８０～９９％ ６０～７９％ ４０～５９％ ２０～３９％ １～１９％ 全くできていない

１～５人（n=163）

６～２０人（n=193）

２１～５０人（n=131）

５１人以上（n=99）

１～５人（n=343）

６～２０人（n=177）

２１～５０人（n=95）

５１人以上（n=50）

１～５人（n=506）

６～２０人（n=370）

２１～５０人（n=226）

５１人以上（n=149）

価格転嫁の実施状況/全体・製造業・非製造業/規模別（単一回答） 

3.6%

8.8%

20.0%

20.8%

15.9%

9.3%

10.6%

14.3%

14.3%

15.0%

10.6%

16.9%

14.0%

15.3%
2.6%

24.5%
2.2%

7.5%

15.9%

19.6%

14.7%

16.7%

30.2%

4.5%

23.3%

17.0%

21.4%

27.0%

28.3%

14.9%

18.6%

13.3%

20.9%

13.2%

10.2%

6.7%

17.5%

10.6%

23.2%

14.7%

10.0%

9.4%

27.3%

30.2%

25.5%

19.6%

23.8%

21.7%

17.0%

13.6%

13.3%

14.5%

15.8%
2.0%

4.4%

7.5%

6.0%

23.2%

17.6%

13.3%

7.5%

6.8%

16.3%

17.0%

16.1%

15.9%

18.3%

6.4%

10.2%

14.0%

10.4%

5.3%

12.2%

8.9%

10.0%

6.0%

12.5%

11.8%

16.7%

13.2%

9.1%

4.7%

8.5%

5.4%

6.3%

5.0%

10.6%

13.6%

12.6%

5.6%

7.9%

8.2%

6.7%

7.5%

9.9%

7.1%

20.6%

10.0%

11.3%

15.9%
2.3%

19.1%

10.7%

9.5%
3.3%

21.3%

15.3%

14.0%

18.5%

23.7%

18.4%

40.0%

15.0%

13.2%

10.7%

11.8%

13.3%

7.5%

20.5%

14.0%

2.1%

12.5%
3.2%

8.3%

19.1%

11.9%

18.9%

14.9%

31.6%

24.5%

31.1%

35.0%

38.4%

食料品製造

繊維工業

家具・装備品

パルプ・紙・紙加工品

印刷業

化学工業

プラスチック製品

鉄鋼業・非鉄金属

金属製品

電気機械器具

輸送用機械器具

一般機械器具

建 設 業

卸売・小売業

飲 食 店

情報サービス業

運輸業

不動産業

サービス業

１００％ ８０～９９％ ６０～７９％ ４０～５９％ ２０～３９％ １～１９％ 全くできていない

(n=592) 

(n=715) 

【
製
造
業
】 
【
非
製
造
業
】 
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（３）価格転嫁が十分にできていない理由（回答数：１，０５１社・複数回答） 

  ※ （２）で「８０～９９％」、「６０～７９％」、「４０～５９％」、「２０～３９％」、 

   「１～１９％」及び「全くできていない」と回答した１，１２９社のうち１，０５１ 

   社の回答割合 

 

   ○ （２）で価格転嫁の実施状況について「８０～９９％」、「６０～７９％」、「４０～ 

    ５９％」、「２０～３９％」、「１～１９％」及び「全くできていない」と回答した企業

に、価格転嫁が十分にできていない理由を聞いたところ、全体では「同業他社が値上

げに慎重なため、自社だけの価格交渉が不安」（３９．５％）が最も多く、次いで「最

終消費者に受け入れてもらえないおそれがあり、価格交渉ができていない」 

    （２５．４％）、「取引停止などが懸念され、十分に価格交渉ができていない」 

    （２０．６％）の順となった。 

 

   ○ 業種別にみると、「最終消費者に受け入れてもらえないおそれがあり、価格交渉が

できていない」と回答した企業の割合は、非製造業（３３．５％）の方が製造業 

    （１５．７％）よりも高かったが、「発注側企業と交渉したが、購買部門担当者の理

解を得られなかった」と回答した企業の割合は製造業（２８．７％）の方が非製造業

（１１．９％）よりも高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

価格転嫁が十分にできていない理由/全体・製造業・非製造業（複数回答） 

 

39.5%

25.4%

20.6%

19.5%

19.1%

12.5%

39.1%

15.7%

23.4%

28.7%

21.5%

14.6%

39.8%

33.5%

18.2%

11.9%

17.1%

10.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

同業他社が値上げに慎重なため、

自社だけの価格交渉が不安

最終消費者に受け入れてもらえな

いおそれがあり、価格交渉ができ

ていない

取引停止などが懸念され、十分に

価格交渉ができていない

発注側企業と交渉したが、購買部

門担当者の理解を得られなかった

発注側企業と交渉したが、企業全

体の方針により理解を得られな

かった

その他

全体
(n=1,051)

製造業
(n=478)

非製造業
(n=573)
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（４）行政に期待する支援（回答数：１，２１８社・複数回答） 

   ○ 価格転嫁を進めるため、行政に期待する支援を聞いたところ、全体では「業界全体

としての機運醸成」（４１．５％）が最も多く、次いで「好事例など支援情報の発信」

（２４．２％）、「県民に対する理解促進」（１７．８％）の順となった。 

 

   ○ 業種別にみると、「県民に対する理解促進」と回答した企業の割合は、非製造業 

    （２５．１％）の方が製造業（８．７％）よりも高かったが、「下請Ｇメンなど取締

りの強化」と回答した企業の割合は製造業（２２．０％）の方が非製造業（９．６％）

よりも高かった。 

    

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

価格転嫁を進めるため、行政に期待する支援/全体・製造業・非製造業（複数回答） 

41.5%

24.2%

17.8%

15.1%

14.5%

8.0%

7.6%

10.8%

43.7%

23.5%

8.7%

22.0%

15.6%

12.4%

9.4%

9.4%

39.8%

24.8%

25.1%

9.6%

13.7%

4.6%

6.2%

11.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

業界全体としての機運醸成

好事例など支援情報の発信

県民に対する理解促進

下請Gメンなど取締りの強化

新たな販路開拓支援

下請かけこみ寺など相談体制の

強化

「パートナーシップ構築宣言企

業」への追加的な支援策（優遇措

置）

その他

全体
(n=1,218)

製造業
(n=540)

非製造業
(n=678)
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（５）「パートナーシップ構築宣言」の登録状況（回答数：１，３０５社・単一回答） 

   ○ 「パートナーシップ構築宣言」の登録を行っているか聞いたところ、全体では「既

に登録している」と回答した企業の割合は２．５％、「今後登録する予定」と回答し

た企業の割合は２．７％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）「パートナーシップ構築宣言」を何で知ったか（回答数：４８２社・単一回答） 

 ※ （５）で「既に登録している」、「今後登録する予定」、「登録しようか検討している」

及び「登録するつもりはない」と回答した５１６社のうち４８２社の回答割合 

 

   ○ （５）で「既に登録している」、「今後登録する予定」、「登録しようか検討している」

及び「登録するつもりはない」と回答した企業に「パートナーシップ構築宣言」を最

初に何で知ったかところ、全体では「インターネット」（２４．１％）が最も多く、

次いで「国・県からの通知」（２０．１％）、「新聞」（１７．４％）の順となった。 

 

「パートナーシップ構築宣言」の登録状況/全体・製造業・非製造業（単一回答） 

24.1%

20.1%

17.4%

12.7%

10.8%

8.7%

0.0%

6.2%

20.2%

23.1%

14.6%

10.9%

12.6%

10.9%

0.0%

7.7%

28.1%

17.0%

20.4%

14.5%

8.9%

6.4%

0.0%

4.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0%

インターネット

国・県からの通知

新聞

テレビ、ラジオ

業界団体・経済団体等からの情報提供

取引企業からの周知

駅前大型ビジョン

その他

全 体

(n=482)

製造業

(n=247)

非製造業

(n=235)

「パートナーシップ構築宣言」を何で知ったか/全体・製造業・非製造業（単一回答） 

2.5%

3.5%

1.8%

2.7%

4.2%

1.5%

16.2%

17.2%

15.3%

18.2%

20.5%

16.3%

60.5%

54.6%

65.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体
(n=1,305)

製造業
(n=575)

非製造業
(n=730)

既に登録している 「パートナーシップ構築宣言」を知らない登録するつもりはない登録しようか検討している今後登録する予定



- 40 - 埼玉県四半期経営動向調査 

（令和４年１０～１２月期） 

４ 外国人雇用について  

（１）外国人の雇用状況（回答数１，３４６社・単一回答） 

   ○ 外国人の雇用状況（令和４年１２月１日時点）について聞いたところ、全体では「雇

用している」と回答した企業の割合は１６．８％、「雇用していない（採用予定あり）」

は３．６％、「雇用していない（採用予定なし）」は７９．６％であった。 

 

   ○ 業種別にみると、「雇用している」と回答した企業の割合は、製造業（２６．１％）

の方が非製造業（９．４％）よりも１６．７ポイント高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

外国人の雇用状況/全体・製造業・非製造業（単一回答） 

16.8%

26.1%

9.4%

3.6%

4.7%

2.8%

79.6%

69.1%

87.8%

全 体
(n=1,346)

製造業
(n=593)

非製造業
(n=753)

雇用している 雇用していない（採用予定あり） 雇用していない（採用予定なし）
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（２）今後採用する場合の外国人の在留資格（回答数：２６８社・複数回答） 

  ※ （１）で「雇用している」及び「雇用していない（採用予定あり）」と回答した２７５

社のうち２６８社の回答割合 

 

   ○ （１）で「雇用している」及び「雇用していない（採用予定あり）」と回答した企業

に、今後採用する場合の外国人の在留資格について聞いたところ、「身分に基づく在

留資格（永住者・定住者・日本人の配偶者等）」（５２．６％）が最も多く、次いで「技

能実習」（３１．７％）、「専門的・技術的分野（技術・人文知識・国際業務等）」 

    （２４．６％）、「特定技能」（１８．７％）の順となった。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後採用する場合の外国人の在留資格/全体・製造業・非製造業（複数回答） 

52.6%

31.7%

24.6%

18.7%

5.2%

11.2%

2.6%

53.9%

34.4%

24.4%

21.1%

4.4%

8.9%

2.2%

50.0%

26.1%

25.0%

13.6%

6.8%

15.9%

3.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

身分に基づく在留資格

（永住者・定住者・日本人の配偶者等）

技能実習

専門的・技術的分野

（技術・人文知識・国際業務 等）

特定技能

資格外活動

（留学生のアルバイト等）

検討中

その他

全 体
(n=268)

製造業
(n=180)

非製造業
(n=88)
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（３）外国人の採用方法（回答数：２４３社・複数回答） 

  ※ （１）で「雇用している」及び「雇用していない（採用予定あり）」と回答した２７５

社のうち２４３社の回答割合 

 

   ○ （１）で「雇用している」及び「雇用していない（採用予定あり）」と回答した企業

に外国人の採用方法（検討中を含む）を聞いたところ、全体では「公的機関（ハロー

ワーク・合同面接会等）の活用」（３５．０％）が最も多く、次いで「自社で募集（WEB

サイトや折込広告等）」（３１．７％）、「民間人材サービス会社の活用」（２５．１％）

の順となった。 

 

   ○ 業種別にみると、非製造業では「自社で募集（ＷＥＢサイトや折込広告等）」 

    （５６．３％）が最も多く、製造業（１９．６％）よりも３６．７ポイント高かった。 

 

   ○ また、「民間人材サービス会社の活用」、「大学や専門学校等教育機関からの紹介」と

回答した企業の割合も、非製造業の方が製造業よりも、それぞれ１６．７ポイント、

１３．２ポイント高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

採用方法/全体・製造業・非製造業（複数回答） 

35.0%

31.7%

25.1%

23.9%

19.8%

12.3%

8.6%

2.5%

32.5%

19.6%

19.6%

25.8%

20.2%

11.7%

4.3%

3.7%

40.0%

56.3%

36.3%

20.0%

18.8%

13.8%

17.5%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

公的機関（ハローワーク・合同面接会

等）の活用

自社で募集（WEBサイトや折込広告等）

民間人材サービス会社の活用

監理団体や登録支援機関の活用

知人・友人の紹介

外国人従業員からの紹介

大学や専門学校等教育機関からの紹介

その他

全 体
(n=243)

製造業
(n=163)

非製造業
(n=80)
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（４）外国人の雇用のために実施している取組（回答数：２２５社・複数回答） 

  ※ （１）で「雇用している」及び「雇用していない（採用予定あり）」と回答した２７５

社のうち２２５社の回答割合 

 

   ○ （１）で「雇用している」及び「雇用していない（採用予定あり）」と回答した企業

に、外国人の雇用のために実施している取組について聞いたところ、全体では「住居

の提供や住居費の助成」（３２．９％）が最も多く、次いで「日本語教育の実施」 

    （１７．３％）、「家具や家電製品等の購入補助や貸出」（１６．０％）、「社員との交流

の場の設定」（１５．１％）の順となった。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外国人の雇用のために実施している取組/全体・製造業・非製造業（複数回答） 

32.9%

17.3%

16.0%

15.1%

9.8%

7.1%

6.2%

6.2%

5.3%

3.1%

48.0%

35.3%

18.0%

19.3%

15.3%

8.7%

8.0%

6.7%

5.3%

6.0%

3.3%

47.3%

28.0%

16.0%

9.3%

14.7%

12.0%

5.3%

5.3%

8.0%

4.0%

2.7%

49.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

住居の提供や住居費の助成

日本語教育の実施

家具や家電製品等の購入補助や貸出

社員との交流の場の設定

ビジネスマナー等の研修

就業規則やマニュアルの翻訳

日本人従業員向けの研修

担当職員（通訳・メンター等）の配置

自動翻訳機の導入

その他

特になし（日本人従業員と同じ）

全 体
(n=225)

製造業
(n=150)

非製造業
(n=75)
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（５）外国人の雇用に関する情報収集手段（回答数：１，２７３社・複数回答） 

   ○ 外国人の雇用に関する情報収集手段を聞いたところ、全体では「国やその他関係機

関（外国人技能実習機構等）のホームページ」（１５．２％）」が最も多く、次いで「業

界団体からの情報」（１２．８％）、「地方自治体のホームページ」（７．０％）、「民間

のホームページ）（６．５％）の順となった。 

 

 

 

 

外国人の雇用に関する情報収集手段/全体・製造業・非製造業（複数回答） 

15.2%

12.8%

7.0%

6.5%

6.3%

6.0%

1.7%

4.3%

58.8%

18.1%

11.4%

6.2%

7.3%

9.8%

6.4%

1.8%

3.4%

53.7%

12.9%

13.9%

7.6%

5.9%

3.5%

5.6%

1.7%

5.1%

62.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

国やその関係機関（外国人技能実習機

構等）のホームページ

業界団体からの情報

地方自治体のホームページ

民間のホームページ

監理団体・登録支援機関からの情報

経済・雇用関係団体からの情報

セミナー

その他

関心がない

全 体
(n=1,273)

製造業
(n=562)

非製造業
(n=711)
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（６）外国人の雇用に関するセミナーで取り上げてほしい内容 

                          （回答数：１，２６８社・複数回答） 

   ○ 外国人の雇用に関して、セミナーで取り上げてほしい内容を聞いたところ、全体で

は「採用のための基礎知識」（１９．７％）」が最も多く、次いで「在留資格制度の基

礎知識」（１７．４％）、「外国人雇用の実態」（１２．５％）、「外国人の労務管理」 

    （１２．０％）の順となった。 

 

 

 

 

セミナーで取り上げてほしい内容/全体・製造業・非製造業（複数回答） 

19.7%

17.4%

12.5%

12.0%

8.8%

7.6%

7.5%

5.4%

2.6%

59.1%

18.5%

18.0%

12.2%

12.0%

9.5%

6.0%

7.9%

4.8%

2.3%

55.6%

20.7%

16.8%

12.8%

12.0%

8.3%

8.8%

7.1%

6.0%

2.9%

62.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

採用のための基礎知識

在留資格制度の基礎知識

外国人雇用の実態

外国人の労務管理

職場環境の整備（受入体制）

外国人とのコミュニケーションの取り方

特定技能制度について

受入企業の事例発表

その他

関心がない

全 体
(n=1,268)

製造業
(n=567)

非製造業
(n=701)
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【特別調査 結果一覧】 

１. 新型コロナウイルス感染症の影響について   

（１）新型コロナウイルス感染症の経営への影響  

1 マイナスの影響が続いている 47.6％         

3 影響はあったが、既にコロナ前の水準に回復 14.3%  

5 分からない 14.0%               

（２）影響の内容(複数回答) 

 ※（１）で「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイナスの影響が出る見込み」と回答した企業 

１ 受注・売上げの減少 85.7%           

３ イベント、商談会の中止・延期 17.4% 

５ 日本人客の減少 5.2%           

７ 外国人客の減少 4.0%       

９ その他 3.4% 

（３）今期(１０～１２月期)売上げの減少見込み（前年同期比） 

 ※（１）で「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイナスの影響が出る見込み」と回答した企業 

１ ９０％以上減 1.2%                  

３ ７０～７９％減 4.4 %               

５ ５０～５９％減  4.2%              

７ ３０～３９％減  6.2%              

９ １０～１９％減 15.9 %             

11 変わらない（前年同期と同じ） 21.1%  

 

          

（４）今期(１０～１２月期)売上げの減少見込み（３年前同期比） 

 ※（１）で「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイナスの影響が出る見込み」と回答した企業 

１ ９０％以上減 2.7%                  

３ ７０～７９％減 5.5 %               

５ ５０～５９％減  7.2%              

７ ３０～３９％減  8.0%              

９ １０～１９％減 17.7 %             

11 変わらない（3 年前同期と同じ）11.6%             

 

（５）来期（１～３月期）資金繰りへの影響 

 ※（１）で「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイナスの影響が出る見込み」と回答した企業 

１ 影響がある 49.0％ ２ 影響はない 25.5％ ３ 分からない 25.5% 

 

 ２ ８０～８９％減 3.7 % 

 ４ ６０～６９％減 2.1 % 

 ６ ４０～４９％減  3.3% 

 ８ ２０～２９％減 12.0 % 

10 １０％未満減 15.2 % 

12 増加する見込み 10.8% 

２ 営業自粛（時間短縮含む） 14.8% 

４ 商品、部品等の仕入れ困難 29.7%  

６ 入金等の遅延 2.2% 

８ 海外拠点等の停止・縮小 1.6% 

２ 今後マイナスの影響が出る見込み 8.8% 

４ マイナスの影響は出ていない 15.3%  

 ２ ８０～８９％減 3.9% 

 ４ ６０～６９％減 2.2 % 

 ６ ４０～４９％減  6.1% 

 ８ ２０～２９％減 17.2 % 

10 １０％未満減 11.7 % 

12 増加する見込み 6.3% 
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（６）県に期待する支援(複数回答) 

１ 制度融資の拡充・借換支援 39.2 %       

３ 雇用調整に関する支援 22.1%         

５ テレワーク・在宅勤務への支援 3.2%         

７ AI・IoT・RPA の導入支援 3.6%         

９ 事業承継に関する支援 11.7%       

11 その他 4.0% 

  
２.  取引先金融機関の貸出姿勢について                     

（１）１年前と比べた現在の取引先金融機関の貸出姿勢 

１ 厳しくなった 11.1%               

３ 緩やかになった 2.1%                 

（２）貸出姿勢が「厳しくなった」と考える理由(複数回答) 

 ※（１）で「厳しくなった」と回答した企業 

１ 新規貸出しの拒否 47.9%      

３ 融資申込額の減額 25.7%        

５ 審査期間の長期化 11.1％     

７ その他 6.9% 

（３）貸出姿勢が「緩やかになった」と考える理由(複数回答) 

 ※（１）で「緩やかになった」と回答した企業 

１ 新規貸出しの積極化 78.6%                  

３ 担保・保証条件の緩和 10.7 %               

５ 審査期間の短縮化  7.1%              

（４）金融機関に期待すること(複数回答) 

１ 安定した資金供給 44.4% 

３ 担保・保証条件の柔軟な対応 21.3%               

５ 経営革新計画等、事業計画策定についてのアドバイス 4.6% 

７ 事業再構築等の補助金申請の支援 10.4% 

９ 事業承継の支援 9.7% 

11 その他 0.8% 

 

 ２ 感染予防対策への支援  19.3%      

 ４ 販路拡大、新商品開発支援 14.5%         

 ６ 業態転換、新事業立上げへの支援  7.2%       

 ８ キャッシュレス決済の導入支援 3.8% 

10 Go To 関連事業の上乗せ支援 3.4%     

12 特になし 24.2% 

２ 金利の優遇 48.0% 

４ 経営改善についてのアドバイス 7.8% 

６ 据置期間の延長など既存債務の条件変更 9.3% 

８ 取引先の紹介、販路開拓の支援 17.3% 

10 経営に役立つ情報の提供 19.6% 

12 特になし 18.7% 

２ 金利の引上げ 31.9％ 

４ 担保・保証条件の厳格化 18.1% 

６ 条件変更申出の拒否 4.9% 

２ ほとんど変わらない 86.8% 

 ２ 金利の引下げ 21.4% 

 ４ 返済条件の緩和 14.3 % 

 ６ その他 3.6% 
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３.  価格転嫁について                     

（１）価格交渉（相談）の実施状況 

１ できている 44.7％ ２ できていない 41.7% 

３ 価格交渉する必要はない 13.6％  

（２）価格転嫁の実施状況 

１ １００％ 13.6% ２ ８０～９９％ 17.4% 

３ ６０～７９％ 14.8% ４ ４０～５９％ 11.9% 

５ ２０～３９％ 8.9% ６ １～１９％ 15.1% 

７ 全くできていない 18.2％ 

（３）価格転嫁が十分にできていない理由(複数回答) 

 ※（2）で２～７のいずれかを選んだ企業 

１ 発注側企業と交渉したが、企業全体の方針により理解を得られなかった 19.1％ 

2 発注側企業と交渉したが、購買部門担当者の理解を得られなかった  19.5％ 

3 取引停止などが懸念され、十分に価格交渉ができていない 20.6％ 

4 同業他社が値上げに慎重なため、自社だけの価格交渉が不安 39.5％ 

5 最終消費者に受け入れてもらえないおそれがあり、価格交渉ができていない 25.4％ 

6 その他 12.5％ 

（４）行政に期待する支援(複数回答) 

１ 好事例など支援情報の発信 24.2％ ２ 業界全体としての機運醸成  41.5％ 

３ 下請かけこみ寺など相談体制の強化 8.0％ ４ 下請 G メンなど取締りの強化 15.1％ 

５ 「パートナーシップ構築宣言企業」への追加的な支援策（優遇措置） 7.6％            

６ 新たな販路開拓支援 14.5％ ７ 県民に対する理解促進 17.8％            

８ その他 10.8％ 

（５）「パートナーシップ構築宣言」の登録状況 

１ 既に登録している 2.5％ ２ 今後登録する予定 2.7％ 

３ 登録しようか検討している 16.2％ ４ 登録するつもりはない 18.2％ 

５ 「パートナーシップ構築宣言」を知らない 60.5％            

（６）「パートナーシップ構築宣言」を最初に何で知ったか 

 ※（５）で１～４のいずれかを選んだ企業 

１ テレビ、ラジオ 12.7％  ２ 新聞 17.4％ 

３ インターネット 24.1％ ４ 駅前大型ビジョン   0.0％ 

５ 業界団体・経済団体等からの情報提供 10.8％ ６ 取引企業からの周知 8.7％ 

７ 国・県からの通知 20.1％ ８ その他  6.2％   
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４.  外国人雇用について                     

（１）外国人の雇用状況（１２月１日時点） 

１ 雇用している 16.8％ ２ 雇用していない（採用予定あり） 3.6％        

３ 雇用していない（採用予定なし） 79.6％     

（２）今後採用する場合の外国人の在留資格(複数回答) 

 ※（１）で「雇用している」又は「雇用していない（採用予定あり）」と回答した企業 

１ 身分に基づく在留資格（永住者・定住者・日本人の配偶者等）52.6％  

２ 専門的・技術的分野（技術・人文知識・国際業務 等）24.6％        

３ 技能実習 31.7％ ４ 特定技能 18.7％  

５ 資格外活動（留学生のアルバイト等） 5.2％ ６ 検討中 11.2％ 

７ その他 2.6％           

（３）外国人の採用方法（検討中も含む）(複数回答) 

 ※（１）で「雇用している」又は「雇用していない（採用予定あり）」と回答した企業 

１ 公的機関（ハローワーク・合同面接会等）の活用 35.0％  ２ 監理団体や登録支援機関の活用 23.9％        

３ 自社で募集（WEB サイトや折込広告等） 31.7％ ４ 民間人材サービス会社の活用 25.1％         

５ 大学や専門学校等教育機関からの紹介 8.6％ ６ 外国人従業員からの紹介 12.3％         

７ 知人・友人の紹介 19.8％ ８ その他  2.5％ 

（４）外国人の雇用のために実施している取組（検討中も含む）(複数回答) 

 ※（１）で「雇用している」又は「雇用していない（採用予定あり）」と回答した企業 

１ 日本語教育の実施 17.3％ ２ ビジネスマナー等の研修 9.8％ 

３ 日本人従業員向けの研修 6.2％ ４ 住居の提供や住居費の助成 32.9％ 

５ 家具や家電製品等の購入補助や貸出 16.0％ ６ 自動翻訳機の導入 5.3％ 

７ 就業規則やマニュアルの翻訳 7.1％ ８ 社員との交流の場の設定  15.1％ 

９ 担当職員（通訳・メンター等）の配置 6.2％ １０ その他 3.1％ 

１１ 特になし（日本人従業員と同じ） 48.0％         

（５）外国人の雇用に関する情報収集手段(複数回答) 

１ 国やその関係機関（外国人技能実習機構等）のホームページ 15.2％ 

２ 地方自治体のホームページ 7.0％ ３ 民間のホームページ 6.5％ 

４ セミナー 1.7％ ５ 監理団体・登録支援機関からの情報 6.3％ 

６ 業界団体からの情報 12.8％ ７ 経済・雇用関係団体からの情報 6.0％ 

８ その他 4.3％ ９ 関心がない 58.8％  

（６）外国人の雇用に関して、セミナーで取り上げてほしい内容(複数回答) 

１ 在留資格制度の基礎知識 17.4％ ２ 採用のための基礎知識 19.7％ 

３ 特定技能制度について 7.5％ ４ 外国人の労務管理 12.0％ 

５ 職場環境の整備（受入体制） 8.8％ ６ 受入企業の事例発表 5.4％ 

７ 外国人雇用の実態 12.5％ ８ 外国人とのコミュニケーションの取り方   7.6％ 

９ その他 2.6％ １０ 関心がない 59.1％        

 


